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特別区人事行政の確立
土　屋　耕　平
はじめに
　現在の特別区は、1974 年の都区制度改革と
2000年の都区制度改革により、公選の長と議会
が置かれ、一般的な市町村の事務について処理す
る権能を持つ基礎的自治体である。その一方で、
都は、東京大都市地域における行政の一体性およ
び統一性を確保する観点から、一般市の事務のう
ち、都が一体的に処理することが必要な事務を処
理するとされ、都区財政調整制度が設けられるな
ど、都区の関係は府県一般市のそれとは異なって
いる1。また、特別区は、1947年5月に特別区協
議会を設立し、その下に連絡調整を担う各種の会
議体を設置しつつ、区長会や区議会議長会が中心
となって戦後の自治権拡充運動を進めてきた。特
別区協議会は財産管理や事業実施のため財団法人
化されたが、23区の共同活動を支える機構とし
て影響力の強さを指摘されることもある（神原
1989：74）。そして、1978年4月には、全国で唯
一となる、人事委員会の共同設置を行うなど、23
区相互間の一体性もまた強いものがある。
　かつて特別区は1952年の都区制度改革の結果、
都が特別区の存する区域を基礎として成立する
「基礎的地方公共団体」とされ、「憲法上の地方公
共団体」には当たらない自治体として、区長公選
制が廃止され都の内部団体と位置づけられた歴史
を持っているが、当時の都配属職員制度により区
には都職員が配置され、特別区の区固有職員は極
めて限られていた。自治体の権能からすると、自
主組織権も著しく制約されていたのである。
　本稿は、集権的な都区関係を支えてきた都配属
職員制度に焦点を当て、特別区の人事行政制度が
確立される過程を分析することで、人事行政にお
ける現在の23区相互間の結びつきの強さがなぜ
生じたのかを明らかにしようとするものである。
特別区の自主性・自律性を確保するため、これま
で都区制度改革が積み重ねられてきたが、各区そ
れぞれが自立的な区政運営を目指すという観点か
らは、23区相互間の過度の一体性は望ましいこ
とではないといえよう。
　これは、23区間で行われている個々の連絡調
整や共同処理について、単独での処理が困難なの
かどうか、業務の効率化に資するのかどうかな
ど、各区ごとでの対応と比べていかなる長所があ
りそうなのか、検討する必要があると考えるから
である。仮に、区間の連携や協力が特段メリット
もなく沿革上の経緯から続けられているだけで
あって、それが各区単位での対応に支障がないも
のであれば、これは単なる横並びであり、自治体
の内発的な創意工夫を阻害しかねないものであ
る。本稿では、都区の一体性確保の一手段であっ
た配属職員制度の仕組みや問題点を示すととも
に、特別区の自治権拡充運動において移譲事務の
受け皿として一部事務組合方式が想定されていた
ことについて考察し、1974年都区制度改革によ
り特別区が人事行政を共同で処理するに至る過程
を検討していく。
１　都区の一体性と都配属職員制度
　戦前の東京都制（1943年）では、区は、法人
区としての地位は保持していたものの、財産およ
び営造物に関する事務ならびに都条例の定める所
に拠って区に属する事務を処理するものとされ、
市町村と比べて事務処理権能は限定されていた。
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また、東京都官制により、区長は自治体の公吏か
ら国の官吏となり、区は都長官および内務大臣の
監督に服することとなり（東京都制158条）、区
会の議決権限も限定列挙されるなど、区の自治権
は大きく制約されていたのである2。
　戦後の都区制度改革では、都の権限を強化し大
都市の一体性の確保を図るのか、それとも特別区
の自主性・自律性を強めるのか、2つの改革の方
向性をめぐって対立が生じることとなるが、まず
は、ＧＨＱ民生局の強い後押しもあって、区の自
主性・自律性を高める方向での制度改革が進めら
れた。第一次地方制度改革となる東京都制の一部
を改正する法律（1946年）によって、区は、法
令により区に属する事務を処理する権限が付与さ
れるとともに、「区住民及びその権利義務」に関
する規定が置かれ、区住民の直接請求権（条例・
規則の制定請求など）が定められた。区長公選制
も採用されたのである（151条の2）。そして、区
の職員に係わる規定に関しては、区吏員は区長が
任命し、吏員は区長の命を受けて事務に従事する
とされ、吏員の定数は区会の議決を経て定めるこ
ととされた（156条の2）。区の権能拡充や区長公
選制などは、ＧＨＱ民生局の申し入れもあり、国
会で修正を受けて制度化されたものであった。
　さらに、1947年、日本国憲法とともに施行さ
れた地方自治法の下では、特別区は、283条によ
り原則として市に関する規定が適用されること
で、一般の市と同格の自治体とされたのである。
　しかし、戦後改革が見直される中で、1952年
の都区制度改革により、都が特別区の存する区域
を基礎として成立する基礎的地方公共団体とさ
れ、特別区は「憲法上の地方公共団体」には当た
らない自治体として、都の内部団体と位置づけら
れることとなった。わずか5年あまりで区長公選
制は廃止され、特別区の区長は、区議会が都知事
の同意を得て選任することとなったのである。
　こうした改革が可能であったのは、一つには、
地方自治法制定時の特別区は、建前では市と同一
の権能を持つとされながら、実質的には一般市並
みの自治権がなかったためである。すなわち、地
方自治法附則第2条ただし書の規定により、都は
市としての権能を持つこととされ、旧東京都制時
代に都が処理していた事務の多くが都に留保され
ていた。また、地方税法85条の10（当時）では、
特別区は、東京都条例の定めるところにより都が
課税できる税の全部又は一部を、特別区税として
課することができるとされるなど、特別区の課税
権は制約されていたのである。
　加えて、都配属職員制度によって、管理職をは
じめとする区の職員の大部分は都職員の身分を保
有したまま各区に配属され、区長はこれらの職員
への人事権がなかったのである。旧地方自治法施
行令210条1項では、都知事は特別区の区長の権
限に属する事務に従事させるため特別区に必要な
都吏員を配属することができるとされ、同条2項
で都吏員は区長の命を受け、事務に従事すると規
定されていた。また、地方自治法282条では、都
は条例で特別区について必要な規定を設けること
ができるとされ、これは、区の行政の統一性ない
し調整上必要な事項を条例で規定するものであ
り、その主たる事項としては、「特別区に勤務す
る吏員は、原則として都の吏員とし、その任用、
資格、分限、給与、服務等に関し必要な統一的規
定を設ける」ことなどが想定されていた。特に人
事権の面では、先の東京都制の規定から比べて
も、大都市の一体性を確保する観点から都の権限
が強化されたのである3。
　また、この「配属」とは都知事が都の吏員など
に対してある特別区に勤務することを命ずること
であり、その職員をいかなる職につけるかは区長
の権限に属していた。しかし、課長以上の人事に
ついては事前に都知事に協議することとされてい
た。服務は東京都服務規律（1943年内務省令51
号）の例によることとされ、吏員の懲戒について
は、助役、収入役、副収入役は区長が行い、その
他の吏員に関しては、吏員の等級に応じ知事に上
申し、懲戒委員会の審査を経て処分することと
なっていた。給与は、三役については区条例で定
めることとされたが、それ以外の吏員は官吏の棒
給に準じることなどの措置がとられていたのであ
る（特別区協議会1997：27）。
　地方公務員法（1950年）成立以後は、区への
配属職員は当然その適用を受け、給与、勤務時
間、その他の勤務条件、分限、懲戒等に関しては
都の条例で定められた。ただし、配属職員制度へ
の特別区側の反発を考慮して、1952年に地方自
治法施行令が改正され、210条の規定は、都の吏
員その他の職員を配属するものとする（旧令210
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条1項）、特別区に特別区の吏員その他の職員を
置くことを妨げるものではないと規定され（旧令
210条2項）、また、都知事は都の規則の定めると
ころにより、210条1項の都の吏員その他の職員
の昇任、降任、転属、免職、および懲戒について
は、あらかじめ特別区の区長の意見を聴かなけれ
ばならないと規定が改められた（旧令210条4項）。
２　自治権拡充運動における事務の
共同処理方式への着目
　1952年改革により、特別区は都の内部団体へ
と性格を大きく変えるが、この改革は、特別区の
自治権拡充を目指す運動と、それを拒む都側との
衝突の帰結であった。新たな地方自治法の下で、
特別区は一般市並みの自治体とされながら、実質
的にはそのような権限がなかったことから、1947
年の公選区長の当選後ほどなく、区長協議会は、
区の人事権や財政権の確立、区および区長への事
務の移譲・委任などを求める自治権拡充に関する
具申書を都知事に提出した。特に人事権の確立に
ついては、「区職員は区吏員とし、その財源は都
から委譲、定数は区長が定めること等」（浅井
1969：1）を求めていた。ここから、東京23区の
自治権拡充運動が始まったのである。
　事務権限などの配分をめぐり都区間の対立が激
化する中で、1950年2月には、地方自治庁（後の
自治省）の地方自治委員会議4 が都に対し、都・
区・第三者からなる調整協議会の設置を勧告した
（大森／特別区協議会 2010：25）。これにより、
東京都区調整協議会が設けられ、第三者の中立委
員として、国会議員3名（衆議院地方行政委員長、
参議院地方行政委員長、ほか1名）、地方自治委
員会議委員2名の計5名が参加して、同年3月に
初会合が開かれた。
　同年8月の第8回東京都区調整協議会では、中
立委員の裁定案が示され、事務の配分について、
生活保護法の実施、道路事業、橋梁事業、街路
樹・植込地、授産事業、公益質屋、産院、乳児院
については、特別区で行うことが適当であるとし
た。また、財源配分は、市町村税のうち、市町村
民税、自転車税、荷車税などをもって特別区の財
源とし、固定資産税などについては、税源分布の
偏在が著しいので特別区税とするには適しないと
いう評価であった。この裁定に対し、都側は、生
活保護法などの民生事業を区長に委任すべきでな
いなどとする、ＧＨＱ関東民事部長から都知事宛
に通知されたＧＨＱ覚書を根拠に抵抗したが、実
のところ、この覚書は都の要請で文書交付された
ものであった。都はこの覚書を基に、中立委員の
裁定案の不履行を正当化し、行財政の権限配分は
都区間で合意をみなかったのである5。
　都区紛争は、地方行政調査委員会議（神戸委員
会）をめぐっても展開されることとなるが、23
特別区は、神戸委員会への要請を右のとおり、
1950年12月に行っている。
　「一　二十三特別区は、その名称「特別区」を
「首都市（仮称）」と改めること。
二　二十三首都市の行財政については、地方
自治法の精神に則り、一般市と同様にその
自主性自律性を確立せしめること。
三　二十三首都市の区域は、都の区域外とす
ること。
四　二十三首都市は、 その連合体（事務組
合）を組織し、左の事務はその連合体が執
行すること。
（一）二十三首都市の区域における警察、消
防、交通、水道その他大都市事務
（二）二十三首都市の連絡調整に関する事務
（三）二十三首都市の区域における府県事務」
　要請書別冊の「特別区の存する区域における自
治方式についての説明書（第十　二十三特別区と
その連合会の結成）」においては、特別市制度6へ
の移行について、日本民主化の基本原理たる地方
分権に逆行し、官僚独善の弊を再現し、住民自治
の精神を封殺するものとし否定する一方で、「地
方自治法は、（略）特別区の存する区域における
統一性、 一体性保持の事務については、 第
二百八十二条により、都が処理する建前をとった
が、他面第二百八十四条7 により特別区も共同処
理することができる途を開いた」（浅井 1970：
317‒318）と評価した。要は、23特別区としては、
一部事務組合という共同処理の仕組みに着目し
て、東京大都市地域における新たな自治制度を展
望したのである。各区で処理することが必ずしも
適切でない事務について、それを都に委ねてしま
うのではなく、23区が共同で担っていくという
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考え方自体は今でも通ずるものといえる8。
　しかし、1951年9月の地方行政調査委員会議
（神戸勧告）の第二次勧告は、「現行法上、都は、
市町村および特別区を包括する地方公共団体であ
るが、特別区の存する区域においては、一の大都
市としての性格を有していることを考慮し、特別
区が原則として市と同一の権能を有するものとし
ている現行法の建前を廃止して、次のように、都
と特別区の間の責任を明確に区分すべきである」
という内容であり、特別区の事務を限定列挙し、
それ以外のものを都の事務とするとした。
　また、勧告に関する説明書（問1）都及び特別
区の性格如何での説明は以下のとおりであった。
「特別区を地方公共団体として存置する必要を認
めつつも、大都市行政の一体的能率的運営の必要
を重視し、特別区が大都市の下部組織であるとい
う性格を明確ならしめることとしたのである。大
都市行政の一体的能率的運営に支障を来さない範
囲において、議会の組織及び運営、執行機関の地
位及び権限、職員の身分取扱等に、市の規定を準
用することは、さしつかえないが、特別区の性格
は、基礎的地方公共団体たる市と同様のものでは
ない。財産区、都の区又は市制第六条の市の区に
近いものと考えるのが適当である」（浅井1970：
476‒477）9
　現行法の建前を廃止するという勧告は、東京が
戦後復興の過程で首都機能を拡充させる中、大都
市行政の一体性が強く求められる状況が生じてき
たため、それなりの説得力を持ち得たとされる
（地方自治総合研究所／村上2000：743）。都が特
別区の存する区域において市としての性格を有す
る程度を拡大させる、勧告の方向性を踏まえて、
1952年改革は実施されることとなり、特別区側
が示したように、23区が共同して一体性の確保
が求められる事務を処理するという方法は採られ
なかったのである。
３　特別区人事事務組合の共同設置
　人事行政の共同処理のはじまり　
　都と特別区の一体性は人事の面においても配慮
されなければならないと考えられていたように、
都配属職員制度は、一体性を確保するための一つ
の手段であった。それに対して、特別区側は、都
区間の一体性を弱め、自らの自主性・自律性を高
めていくために、事務の共同処理方式、つまり特
別区人事事務組合（後の特別区人事・厚生事務組
合）を利用して区相互間の協力関係を強化してい
くことになる10。ただし、そうした人事権の区へ
の移譲が始まるのは1960年代前半からであり、
特別区は区長以下数名しかいない区固有職員の体
制から出発したのである。
　神戸委員会への要請書別冊（1950年12月）の
「特別区の存する区域における自治方式について
の説明書（第三　都と特別区との関係）」では、
区長の人事権に関して、「現在特別区の吏員は、
区長、助役、収入役及び副収入役のみであって他
の一万二千余名の吏員はすべて都吏員である。公
選区長の下に助役、収入役及び副収入役を除き特
別区本来の職員を有しないということは、特別区
が自治体であるという本質にそむくのみならず、
吏員の動揺常なく、区長以下渾然一体となり、区
民公僕の精神に徹して区政の発展を期待すること
は望み得ない」と訴えていた。さらに「少なくと
も、地方自治法施行令の該当規定は、任意規定で
あり、経過措置と考うべきである」との見解を示
し、「特別区はこの不合理を是正すべく数次に亘
り都に要請しているが、いまだその実現を見るに
至っていない」（浅井1970：249‒250）としてい
た。
　前述の都区調整協議会では人事関係についても
検討がなされており、第8回東京都区調整協議会
（1950年8月）では、特別区に勤務する職員は、
特別区の固有の職員とすることが決定された。翌
年2月には、区長会代表と都首脳部が協議し、「特
別区に勤務する都職員の身分切替措置要綱（案）」
が取り決められている（浅井1968：32‒33）。神
戸委員会に対し、旧地方自治令210条の規定が経
過措置と考えるべきとした特別区側は、この時期
に人事権移譲を進めようとしたのである。しか
し、これについては、同年6月に都職労が反対の
意思表明をし、組合による反対運動が展開された
ため、身分切替の推進は最終的に断念されるに至
るのである。
　その後も都職労は、職員の身分切替に対して一
貫して反対の態度とった。個々の事務を特別区に
移譲することが結局、移譲される事務に従事して
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いる職員の身分問題に関連するおそれがあるの
で、都職労としては個々の事務移譲そのものに対
しても警戒の態度を示すほどであった（高木
1971：130）。
　ところで、公務員制度については、1947年の
国家公務員法の制定に続いて、1950年12月には、
地方公務員法が成立し公布された。当時の地方公
務員法では、人事機関に関して、政令で指定する
五大都市以外の市は、単独または共同で任意に人
事委員会を置くことができ、人事委員会を置かな
い自治体は公平委員会を置くものとされていた。
この地方公務員法は、旧来の制度に対して大きな
改革を行ったものであり、それを一挙に実施する
ことは混乱を生じることも考えられたため、実施
可能な規定から順次施行することとされ、例え
ば、都道府県および政令指定都市の人事委員会は
公布の日から6か月以内、その他の自治体の人事
委員会および公平委員会は、公布の日から8か月
以内に設置しなければならないものとされてい
た。
　そのため、特別区では、特別区に勤務する都職
員の身分切替に関する協議を進める一方で、特別
区固有職員の人事行政のための機関として、特別
区人事委員会を設置することとしたうえで、特別
区相互間の連絡調整上これを共同設置することと
し、1951年8月に特別区人事事務組合を設立した
のである（浅井1968：116）。
　また、行政の合理化の一貫として行われた翌年
の地方公務員法の改正により、特別区は、人事委
員会を置くことができなくなり、1953年に特別
区公平委員会を設置することとなった。以後、特
別区人事事務組合は、公平委員会に関する事務の
ほか、職員の採用試験中各特別区の任命権者の指
定したものに関する事務、職員の研修に関する事
務、職員の共済制度に関する事務、そして職員の
退職年金および退職一時金に関する事務などにつ
いて、共同処理することとなる。なお、1967年
に生活保護後法の更正施設（当時2か所）等を共
同処理することに伴って、組合名称は、特別区人
事・厚生事務組合と改められ現在に至る。
４　1964年都区制度改革の限界と
配属職員制度の問題点
　1952年改革により成立した集権的な都区制度
は、高度経済成長期に入ると、人口流入や産業集
積の増加が引き起こす種々の都市問題に対処でき
ず、都は、効率的な行政運営や住民による統制が
不十分で自治体として本来果たすべき機能を果た
していないと批判されるまでになった。そうした
批判に応えるべく、一般市の事務を処理していた
都の負担を軽くする目的で実施されたのが1964
年の都区制度改革である11。
　東京身軽論を背景にして、特別区は、福祉事務
所の事務などにつき新たな事務配分を受け、それ
までの限定列挙10項目から21項目へと処理する
事務が増えたうえ、概括例示の事務もあったこと
から、事務処理の権能は大幅に強化された。機関
委任事務についても、生活保護など、一般市の市
長とほぼ同じ事務を担うことが定められた。
　ただし、1964年改革は、福祉事務所とともに、
保健所の区移管も目指していたが、都の衛生局や
厚生省による強い反対があり実現しなかった。反
対理由としては、大別して制度的理由（広域、統
一的処理が阻害される。衛生試験所・都立病院等
との有機的連携が阻害される。医師等の専門技術
職員の交流が困難となるなど。）と感情的理由に
よる反対があり、特に区長の指揮下におかれるこ
とへの保健所職員の感情的な反対が強かったので
ある。保健所長は医師であることが資格要件であ
り、所長は都庁では部長待遇であるが、区移管と
なると、地位が下がってしまう、つまり区役所の
担当課長の下風に立つことになるのではないかと
いう懸念が大きな反対理由で、それが移管反対運
動に駆り立てたとされる（高木1974）。結果とし
て、移管は保健所の維持修繕業務にとどまってし
まう。
　他方で、1964年改革に至るまでに、新規採用
職員の任命権は徐々に区長へ移譲されることと
なった。つまり1961年4月、作業員、用務員等の
単純労働系職員の任命権が区へ移譲され、1964
年4月には、自動車運転手、電話交換手などの技
能系職員および栄養士の任命権が移譲されたので
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ある。しかし、一部の職種で人事権が区へ移され
たものの、1964年改革では、配属職員制度自体
を改めることはしなかったのである。
　図表「特別区職員定数の推移」12のとおり、特
別区の職員数は1960年前後から、飛躍的に増え
ることとなった。これは、1959年以後、都は特
別区本来の事務で軽易なもの、すなわち国民健康
保険および国民年金の保険料徴収事務について、
区職員をもって充てることとし、例えば、同年に
は国民健康保険事業開始にあたり574人、翌年は
国民年金事業開始にあたり150人を特別区の固有
職員として採用したことなどに伴うものである。
また、1961（昭和36）年には、保育所経営の事
業（保育所68か所、簡易保育所10か所）の移管
や都道の区移管（主として延長1500ｍ以下の道
路など）も行われた（乗富1964：132）。
　また、1963年3月に特別区長会長が自治大臣に
宛てた「特別区所属職員の構成について」では、
このように区職員が置かれるに至った理由とし
て、上記の理由のほかに以下をあげる。①特別区
は住民に直結する地方自治体として、実質的に基
礎的地方公共団体の性格を有するため、区長の人
事権についても、市町村と同様の権限を必要とし
たこと。②人口急増による事務量の増加が都職員
の増員を上回り、そのためこの補完措置として区
職員を設置せざるをえなかったこと。③近年のわ
が国経済の発展に伴い、産業方面に転職するもの
が多く、その欠員（常時少なくとも数百人、年度
末近くは1000人を超える）が容易に補充されず、
区職員を充てざるをえないこと。
　これらの区職員の任用、昇任については、特別
区人事事務組合が全特別区の委託をうけて一括し
て行い、試験問題、採点に関しては、都人事委員
会と緊密な連絡をとり、また、研修福利共催事業
も同組合において共同処理していた（浅井1972：
234）。
　さらに、この「特別区所属職員の構成につい
て」においては、今後の特別区所属職員の構成の
あり方として、来るべき首都制度改革（1964年
改革）の結果、特別区の基礎的自治体としての性
格が一段と拡充強化されるので、区長の人事権も
さらに伸張させることを要すること。産業界の労
働力需要がいよいよ増加し欠員の増大とその補充
の遅れが解消されないことなどから、今後特別区
に所属する職員は、原則として区職員とするこ
と。都は、特別区が行う国および都の事務に従事
させるため、都の職員を配属することができ、こ
のため職員の採用、昇任等身分取扱い基準を設定
し、都と区および区相互間の人事交流を容易にす
る措置等を講ずるものとするとの陳情がなされた
のであった。
　高度経済成長に伴う都市問題の激化などを背景
として、配属職員および特別区固有職員のそれぞ
れが年々増加するにつれ、配属職員制度の問題点
も指摘されるようになってきた。特別区における
課長、係長その他主要な職にあるものはほとんど
配属職員であり、特別区固有職員はこれらの補助
的な職にあるのが通常であった。また、こうした
職員構成によって、「職員間には、配属職員は
「上」であり、固有職員は「下」であるという風
潮を生み出している」（松田1970：78）ともいわ
れたのである。配属職員制度の本来の目的は、特
別区の存する区域における行政の一体性を確保
し、さらに人事行政の面で、特に人事交流の円滑
な運営をはかることにより、事務能率を増進し、
職員の士気を高めることにあった。しかし、実際
には固有職員の昇進の機会があまりないことなど
から当該職員の士気を低下させ、また、配属職員
についても、都区間の交流が少ないことから、当
該職員の士気を沈滞させている面が多いという問
題が生じていたのである（松田1970：78‒79）。
　また、当時の特別区職員定数は次のように決定
されていた。①各区は毎年10月中旬に、9月1日
現員に基づく翌年度の所要人員調を都総務局行政
部に提出する。②区長委任事務など都が区を通じ
て行う事務は、都の各局が定数要求を出す。③行
政部は内容を検討調整のうえ、都総務局人事部に
要求書を提出。同時に区長会や職員団体から要
求・要望が都に出される。④人事部は要求内容を
査定し、都財務局主計部と調整のうえ、事業別増
減員を行政部と協議決定する。その後、決定数は
都区協議で確認され、各区に通知される（翌年2
月）（特別区政調査会1975：133）。人件費に関し
ては、都区財政調整制度において、都配属職員は
定員現給方式で、区固有職員は定員標準給方式で
算定されていた（大川1979a：49）。
　このように、都区間の財政調整は都区協議によ
る区の意思の反映が原則であったが、区の定数決
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定は、知事部局と同様に都の個別査定を受けてい
た。また、区長部局については、定数算定の基準
や算定方式が明確でない、各区の自区内定数管理
体制が未整備であり、事業別組織別定数管理がな
されていないといった問題点が指摘されていた
（特別区政調査会1975：134）。
５　1974年都区制度改革その1
　配属職員制度廃止に伴う課題　
　1974年5月、地方自治法の一部を改正する法律
の成立に伴って、区長公選制が復活し、併せて都
配属職員制度が廃止され区長に人事権が移譲され
ることとなった13。この1974年の都区制度改革に
おいて、区長公選制を求める住民の声が高まり区
長が公選される以上は、その区長は住民の負託に
応えられるだけの権限と責任を持つべきとの考え
から、それまで一般市の事務は都が担うことが原
則とされ、特別区が担うのは例外であったが、こ
の原則と例外を逆転させ、特別区は、法令により
都が処理する事務を除き、一般市の事務を処理す
ると規定されたのである。公営住宅に関する事
務、保健所設置市に関する事務の一部、建築確認
事務など、多くの事務権限が区へ移譲されたほ
か、法令改正により一般市の事務が増加するとき
には、都の事務とされない限り、自動的に特別区
の事務が増える仕組みとした。また、機関委任事
務のうち、各個別法の特例規定で都知事に留保さ
れていた事務の一部を区長へ付与した。
　そして都配属職員制度の廃止によって、1975
年3月31日に現に特別区に配属されている職員は
当該特別区に引き継がれることとなったのであ
る。1974年6月には、区長会により特別区事務事
業移管等対策本部が設置された。翌月同本部は、
「事務事業移管等に対する基本方針」を決定した
が、今回の地方自治法等の改正について、基礎的
地方公共団体たる特別区の自主性の確立と住民福
祉の一層の向上を目指すものであり、事務事業の
移管等の成否は、特別区の将来を卜するものと
言っても過言ではないとの評価を与えていた。そ
のため、移管等にあたっては、住民サービスの低
下をきたすことのないよう、都区間および特別区
相互間において十分な協議を重ねつつ、移管体制
の万全を期するものとするとした。
　職員の身分切替の方針は以下のとおりである。
「（1）都区間および特別区相互間における人事取
扱いに不均衡の起こらないよう、職員の任用、給
与その他の勤務条件、福利厚生制度における均衡
の確保を図る。（2）都区間および特別区相互間
における人事交流制度の活用をはかる。（3）特
別区における自主的な人事管理を推進するため
諸制度の整備に努める。」（特別区協議会1977：
99‒100）。
　ところで、都配属職員制度の廃止は、区長の公
選制度にあわせて措置すべき事項として、第15
次地方制度調査会の「特別区制度の改革に関する
答申」（1972年）に盛り込まれていたものであり、
その実施にあたっては必要な経過措置を設け、前
回の答申で指摘した職員の共同採用、人事交流の
促進、給与等についての共通の基準の設定等につ
いて関係当事者間において十分研究のうえ適切な
措置が講ぜられることを期待するとしていた14。
　職員の採用に関しては、1972年2月の都区協議
会で、特別区に配属される職員の人事権を現行法
制の枠内で可能な限り特別区に移行するという基
本方針が定められ、都区協議が整ったものから実
施していくことになっていた。それにより、1972
年4月、保母、児童厚生の行政系職員の任命権
（新規採用分）が区に移譲された。1973年4月に
行政系全選考職種、1974年4月には行政系全試験
職種の任命権が移譲され、新たに採用する全職種
の任命権が区長に移ったのである。そのため、
1973年度（1974年4月1日以降採用分）以降、各
特別区の任命権者が指定する、事務、土木、建
築、機械、電機の試験職種および化学、造園、福
祉指導などの選考職種の一部職種について、統一
した採用選考試験が実施されることとなり、特別
区人事・厚生事務組合による共同処理が行われ
る。
　しかし、地方制度調査会の答申内容にもかかわ
らず、配属職員の区への移行に伴い、これまで通
り、特別区公平委員会や特別区人事・厚生事務組
合による共同処理を続けるのか、それとも人事委
員会を設けるのかなどにつき区側でも議論となっ
た。1974年8月21日の特別区事務事業移管等対
策本部会議では、「職員の採用を23区共同設置の
人事委員会によって処理することについて異論が
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ある。」（特別区協議会1977：747）との意見が出
ていた。理由は、20年間かけて人事権を確保し
た意味がなくなると考えるからであるとして、人
事権を一括して他の地方公共団体に任せるという
ことには賛成できないというのである。また、人
事委員会を新たに置くかどうかは、任用・給与決
定等の面でも検討課題であった。
　次に、1960年代後半～70年代前半までの都配
属職員の人事交流については、都から区への人事
交流は200人前後、区から都への人事交流は200
～250人程度と大きな変動はないものの、区から
区は1966年度が100人あまりだったのが、1974
年度には350人あまりまで増加していた15（特別
区政調査会1978：224）。一方、特別区固有職員
の人事交流は、1973年度に区間、翌年度に都区
間の交流制度が設置されたところであった。交流
実態は、都区間については、1対1の交流で、経
験、給与等がほぼ同じ職員、すなわち等価交換で
の交流であった。そのため、区間交流が希望者総
数の約6割程度の実施だったのに対し、都区間の
実績は皆無であった（特別区協議会1977：695）。
　問題になったのは、特別区に配属されていた都
職員（管理職を含む）で切替を希望しない職員で
あり、1975年度以降、身分が特別区職員となっ
た場合、特別区固有職員の既存の人事交流制度で
は都との交流は難しかったため、都への引き上げ
を可能とする新たな制度をつくる必要性が認識さ
れていたのである。同時に、1964年改革時の保
健所移管案に強く反対した、採用困難職種等（保
健所職員）の人事交流制度の設置も考えられてい
た。
　また、特別区固有職員の管理職昇任について
は、本来各区の昇任制度に基づき、実施されるべ
きものであるが、当時特別区には独自の「管理職
試験制度」はなく、都に委託して実施していた。
要は、固有職員も配属職員と同じ都の管理職試験
によって昇任する仕組みであった。これに関して
は、管理職の人事交流の必要性が認識されていた
ことから、交流制度を維持できるかどうかの面か
らも、23区共同実施か、各区単独実施か、都へ
の委託かなどにつき検討が求められた。
６　1974年都区制度改革その2
　身分切替と人事行政の当面の措置　
　1974 年 8 月 31 日、 都区協議会において、（1）
自主責任の原則、（2）相互協力の原則からなる、
今後指向すべき都・区における人事行政のあり方
について、都区の合意をみた16。また、配属職員
制度の廃止等に伴う当面必要な措置は、この基本
原則をふまえつつ、諸般の事情を勘案して、今後
関係機関が十分協議して決定するものとした。
　その後都区間の協議を経て、同年10月には都
区協議会で、「都と特別区における人事行政につ
いて―配属職員制度の廃止等に伴う当面必要な措
置―」が決定された。都区協議会は、①人事制度
は、現に在職する職員の利害関係を考慮し、その
期待権を尊重しつつ変革しなければならないとい
う要請があること。②これまで長期間継続してき
た配属職員制度の沿革について考慮する必要があ
ること。などの事情を勘案して、区配属職員等の
身分切替およびこれに伴う当面必要な措置を次の
とおり講ずるものとするとした。主な事項は以下
のとおりである（特別区協議会1977：790‒791）。
　「（1）職員の身分切替　区配属職員および区移
管事務従事職員の区職員への身分切替は、原則と
して一斉に行う方向で検討する。（2）任用・給与
等　任用給与等の基準は、当分の間、都区共通と
する。（3）定数　職員定数の管理は、区が共同し
て設定した共通基準等を参考として各区が行う。
（4）採用　職員の採用は、当分の間現行どおり
（特別区人事・厚生事務組合による共同処理）と
する。（5）人事交流　区相互間および都・区間の
人事交流については、現行「東京都・特別区人事
交流実施基準」（1対1交流）によるほか、身分切
替職員については、当分の間、従前の配属職員交
流制度にかわるものを設ける方向で検討する。
（6）管理職選考　管理職選考は、当分の間、現行
どおりとし、人事交流については、一般職員に準
じて制度を新設する。（7）研修　区における研修
体系を確立し、各区研修と区共同研修の機能分担
を明確にするとともに、研修体制の整備充実をは
かる。なお、一部の専門研修等17については、必
要な範囲で都が協力する。」
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　これらのうち、（2）の任用・給与等は1978年
度まで都区共通での運用となり、（6）の管理職選
考も1978年度まで都への委託が継続した。（4）
の採用は、公平委員会は競争試験または選考の実
施権限がないため、特別区人事・厚生事務組合が
事務処理をしていたが、1978年度より新たに設
立される特別区人事委員会が任用関係事務を担う
こととなるのである。結局、特別区人事委員会
は、採用試験、管理職選考、給与勧告などの給与
関係事務を行うこととなるので、特別区人事委員
会の機能発揮までの概ね4年間、当面必要な措置
が続くこととなった。また、（5）の一般職員の人
事交流については、都職員と身分切替職員を対象
とした人事交流基準（「配属職員制度の廃止等に
伴う東京都・特別区一般職員人事交流実施基準の
特例を定める基準」）、都衛生局および区保健所等
に所属する一般技術系および医療技術系職員で主
事の階層の者を対象とした人事交流基準（「保健
所の特別区移管に伴う東京都・特別区一般職員人
事交流実施基準の特例を定める基準」）、この二つ
が新たに定められた。
　そして、任用・給与等、採用など、人事関係の
実施細目等について、専門部会である職員制度協
議会での検討が進められ、同年12月に決定した。
　任用・給与等については、当分の間都区共通と
する任用・給与等の範囲は全部で24項目（任用7
項目、給与12項目、その他5項目）とされた18。
24項目の多くは、職員の利害関係および配属職
員制度の沿革を考慮するとともに区配属職員等の
身分切替の円滑な実施をはかるために必要なもの
という考え方であったが、管理職選考や人事交流
などは、都区間および区相互間における人事交流
の円滑な実施をはかるため必要であるという理由
で都区共通項目とされた。
　また、保健所関係の統一選考職種の職員（食品
衛生監視、環境衛生監視、衛生検査、保健婦な
ど）の充足については、都が採用候補者の確保に
努め、採用手続きは区が引き継ぐこととなり、医
師、保健婦等採用困難職種の職員の欠員補充は都
において可能な限り努力をするとされた。また、
区移管後の医師等の充足については、必要に応じ
て都区双方で協力することとなった。
　そして、最大の焦点となる職員の身分切替につ
いては、先のとおり、区配属職員および区移管事
務従事職員の区職員への身分切替は、原則として
一斉に行う方向で検討することとなっていたので
ある。
　同年10月の都区協議会決定の後、都と都職労
との間で身分切替等に関し、10数回に及ぶ交渉
が行われた。1975年3月に入ってからも、連日に
わたって交渉が続けられた。しかし、都区は一斉
切替、組合側は派遣制度の導入を主張して互いに
譲らず、平行線をたどったのである。そうした中
で、都側から併任案が提示されたが、これは保健
所関係職員を全員併任にするという案であった。
これに対しては、区側は、全員併任は認められな
いので、範囲を狭められないかとの指摘を行い、
区側の申し入れを受けて、都から次のような回答
があった。ア　保健所職員の併任を「必要な範囲
で併任にする」とする。イ　併任期間は「3年」
から「3年の範囲内」に改める。ウ　併任の「必
要な範囲」については、「採用困難である一般技
術系および医療技術系職種」に限定する。年度内
ぎりぎりで、この案で最終的に都区および都職労
との間で合意がなされたのである。
　特別区側としては、今後における保健所行政な
どを円滑に進めていくには、都区間において協力
関係を維持していかなければならないことなどを
考慮し、保健所関係職員のうち採用困難職員等に
ついては、一定期間（3年の範囲内）、都の身分
を併任するという形をとることを了解したという
ことである（特別区協議会1977：811‒813）。
　都区の一体性から脱却するという観点からする
と、一定期間併任職員が生じたとしても、都の配
属職員が原則的に特別区職員へと身分が切り替
わったということは、大きな意味があったといえ
よう。
７　特別区人事委員会の設立
　23区相互間の一体性の強化　
　1975年4月1日より、配属職員は特別区の職員
となったが、任用・給与等の基準は都の基準で
あって、それを区が使用していたのであり、また
管理職選考も都へ委託していた。人事行政面での
都区の一体性は未だに残っていたのである。当時
の地方公務員法の規定では特別区は人事委員会の
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設置はできなかったが、法改正をして設置が可能
となり、特別区人事委員会の設立によって、それ
らの残存していた仕組みは廃止される。それはま
た、23区職員の勤務条件の均衡化をはかること
で、23区相互間の一体性を強めることにつながっ
たのである。
　特別区政調査会（会長辻清明）は1975年3月
31日、都配属職員制度が廃止されるその日に、
『特別区政のあり方について』の答申（特別区政
調査会1978：37‒74）を特別区長会会長へ行った。
これは、区長会から、①特別区の性格および権能
について、②特別区の財政制度について、③都と
特別区および特別区相互間の協力関係について、
調査、検討を依頼されたのを受けて、特別区政調
査会としての見解をまとめたものであったが、こ
の答申では、人事行政のあり方や人事の運営と機
関についても改革の方向を示していた。
　それによれば、今後、特別区の人事行政は、公
選区長の創意と責任のもとに各区が独自に推進す
ることになるとしたうえで、1974年改革による
急激な変化に伴う混乱を防ぎ、かつ広く人材を求
め、秩序ある人事行政を維持するため、23区間
および都区の間で、一定の基準にしたがって処理
したり、共通して処理することが必要なものにつ
いては、当分の間、次のような協力体制のもとで
人事行政を推進するとしていた。
　第一に、選考事務の共同処理については、当
時、事務、土木、建築等の職種の採用は、特別区
人事・厚生事務組合が選考事務を共同処理してい
たが、このような統一選考が可能な職種は、従来
どおり共同処理によることが望ましいとした。
　第二に、人事交流は、各区の専門的技術職員の
確保、勤労意欲の増進等をはかるために、従来か
ら実施されている都区間および特別区相互間の人
事交流制度を改善して、これを推進する。また、
将来は、多摩地域の市町村との間の人事交流も検
討を行う必要があるとした。
　第三に、給与水準について、23区における職
務の類似性を考慮し、給与の不平等をさけるため
に、少なくとも基本的給与については、ほぼ各区
共通の基準を、区相互の間で、自主的に設定する
ことが望ましいということであった。
　第四に、人事委員会は、公務員の労働権に対す
る法的制限に代わって、職員の利益を保護し、公
正な人事権の行使を保障するために設けられた制
度である。特別区の場合、従来、都配属職員につ
いては都人事委員会によって、区職員については
都職員に準じる措置と23区共同の公平委員会と
によってその機能が保証されてきた。区長の人事
権の確立に伴い、都人事委員会に代わって、科学
的かつ公正な人事行政を推進する体制を整えるた
め、特別区に人事委委員会を設置することができ
るように、地方公務員法の改正を求める必要があ
る。また、当面は、23区が共同して人事委員会
を設置し、各区の協力のもとに運営できるように
することが望ましいとしたのである。
　当時、地方公務員法の改正に携わった鹿児島重
治（当時自治省行政課長）によれば、改正はそれ
が急を要することと、勤労基本権論議の煩を避け
るため、議員立法の形をとり立案から根回しのす
べてを横田政次（特別区人事・厚生事務組合常務
理事）とでお膳立てをしたとされる。立案の段階
では、官僚ＯＢ議員から、法文上23区それぞれ
ではなく、全体として1個の委員会を設置する旨
規定すべきであるといったことを強く求められた
とのことであり、また、この改正法は、事務分掌
上は公務員課の所管であったが、属人的な特命事
項として行政課長が担当したという（鹿児島重治
1990：1）。要は、通常とは異なる、異例の法改正
の過程であった。
　人事委員会を共同設置した事例はこれまで特別
区しか例がない。地方公務員法では、公平委員会
の共同設置の規定（7条4項）はあるが、人事委
員会のそれはないのである。そのため、23特別
区は、地方自治法の一部事務組合の規定に基づい
て人事委員会を共同で設置しているのである19。
　鹿児島重治の見解では、特別区に公平委員会に
代えて人事委員会を設置することになった最大の
動機であり、目的は、特別区相互間および特別区
と都の間の職員の勤務条件の均衡を維持すること
にあった。各区はそれぞれの任命権の下に多数の
職員を管理するようになっており、そのまま推移
すると各区で勤務条件が異なってしまうことが強
く懸念されていた。この懸念は都区共通であり、
都労連を含め、労使共通のものだった。こうした
実態により、議員立法で一挙に措置が可能だった
のである。特別区人事委員会の発足の際のキー
ワードは、勤務条件の均衡を図ることと円滑な労
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使関係を確保することにあったとされる20（鹿児
島1990：1‒2）。
　こうして特別区人事委員会は1978年4月に設置
されたが、先に人事委員会設置を提言した特別区
政調査会はその3か月後、特別区が自主的に人事
を運営できる独自の制度を樹立するうえで特に重
要と思われる事項について改革の方向を示すた
め、『特別区人事行政の改革』（1978年7月6日）
を特別区長会会長へ答申した。
　答申では、「特別区は、できる限り早急に都お
よび職員団体と協議し、人事に関する現行の24
項目の都区共通基準を廃止し、そのうえで、なお
必要な事項については、特別区共通の基準を設け
る」（特別区政調査会1978：26）ものとした。こ
れを受けて、24項目の「職員の任用、給与等に
かかる都区共通基準」は廃止され、1979年度か
ら特別区共通の任用・給与等の基準へと移行し
た。給料表などは、都とは異なる基準を持つこと
になったのである。
　また、「特別区が、独自の人事制度を樹立し、
自主的に人事を運営する方式を確立するためにま
ず必要なことは、管理職選考の実施を都に委託し
ている現行の方式を改め、特別区の管理職にふさ
わしい人材を登用できる独自の管理職昇任の方式
を導入することである。特別区独自の管理職昇任
の方式としては、一定水準の能力評定の必要と従
来の人事慣行を考慮し、当面、特別区人事委員会
が行う特別区共通の選考によるものとすることが
考えられる」（特別区政調査会1978：17）とされ、
管理職選考制度についても、特別区人事委員会を
実施機関とする特別区共通の選考制度が検討さ
れ、1979年度から実施された。
　これまで跡付けてきたように、特別区は、人事
面での都区の一体性の確保を目的としていた都配
属職員制度を廃止するため、身分切替となる職員
の勤務条件等について、当初は都区共通基準を用
いることで身分切替を円滑に進めたが、配属職員
制度の廃止後は、23特別区共同の特別区人事委
員会を設置し、区長の人事権の下で、その特別区
人事委員会が23区共通の基準により任用、給与
などに係わる事務を行う仕組みをつくり、都の任
用・給与等の基準からの離脱をはかったのであ
る。そのため、1974年改革により、都区間の一
体性は弱まったといえるだろうが、法制度面にお
ける23区相互間の一体性は強化されたのである。
８　23区の一体性意識
　意識調査の場合　
　都区制度改革では、1964 年改革を皮切りに、
特別区の自主性・自律性を強化する方向での改革
が積み上げられてきた。その一つの到達点が区長
公選制の復活と配属職員制度を廃止した1974年
改革であったが、それをさらに推し進めたのが
2000年の都区制度改革であった。2000年改革は、
特別区を「基礎的な地方公共団体」とするもので
あった。これらにより特別区は、公選の長と議会
が置かれ、一般的な市町村の事務について処理す
る権能を有する基礎的自治体となったのである。
　2000年改革では、清掃事業が特別区へ移管さ
れたが、これは、ごみの分別収集などが住民に身
近な仕事として市町村の象徴的な仕事であるの
で、基礎的自治体と位置づけるための必要条件と
みなされていたところである。また、特別区に
は、都の内部団体として位置づけられたことに由
来する、市には存在しない地方自治法上の特例措
置があるが、区長委任条項や事務調整条例は廃止
となり、廃置分合および境界変更については、従
来都知事に発議権があったものを特別区に付与し
た。都区財政調整制度や都の留保事務規定を含
め、都区間の特例規定は依然として残っているも
のの、法制度上は、1974年改革よりもさらに都
区間の一体性を減退させたことは間違いない。
　それでは、都区間の役割分担、23区間の格差
や一体性の程度について、特別区の住民や職員は
どのように考えているのであろうか。法制度改革
の方向性を共有しているのであろうか。ここでは
国や特別区が実施した意識調査を利用して、検討
しよう。
　第22次地方制度調査会での審議の用に供する
ため実施された都区制度に関する住民意識調査
（1991年に自治省の実施）では、①「行政が行う
いろいろな事業について、「都」と「区」のどち
らが中心になって行う方がよいか」という質問に
ついて、「「都」が行う方が一体的に実施できるの
で、できるだけ「都」が中心になって行う方がよ
い」が31.7％。
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　「「区」が行う方が身近で実施されるので、でき
るだけ「区」が中心になって行う方がよい」が
41.4％であった。また、②「現在の都区制度を変
えるとすれば、どのような方向が望ましいか」と
いう質問について、「「区」によって行政の内容や
水準に差が生じても、今よりも「区」の自主性を
強めるべき」が29.6％。「「区」は今よりも「都」
との一体感を増し、各「区」間の格差をなくすよ
うにすべき」が41.8％となった。この結果につい
て、自治省は、特別区の事務権能の範囲は拡大
し、特別区の都に対する立場は強めつつも、特別
区相互間の一体性の確保は重視すべきという常識
的な住民意識が表れているものと解されるとして
いる（自治省2000：194‒195）。
　自治省の調査が行われたのは20年ほど前であ
るが、この調査と同じ設問により、近年に板橋区
で実施された区民満足度調査（2009年実施）と
職員意識調査（2010年実施：管理職と非管理職）
の結果は次のようなものである（板橋区2011）。
もちろん、調査の母集団が違うので、自治省調査
と数字を比較しても意味はない。
　板橋区区民満足度調査21 と職員意識調査22（括
弧内数字：管理職／非管理職）では、①「行政が
行ういろいろな事業について、「都」と「区」の
どちらが中心になって行う方がよいか」という質
問について、「「都」が行う方が一体的に実施でき
るので、できるだけ「都」が中心になって行う方
がよい」が11.5：区民（2.5：管理職／10.5：非管
理職職員）％。「「区」が行う方が身近で実施され
るので、できるだけ「区」が中心になって行う方
がよい」が52.4（65.4／50.3）％であった。また、
②「現在の都区制度を変えるとすれば、どのよう
な方向が望ましいか」 という質問について、
「「区」によって行政の内容や水準に差が生じて
も、今よりも「区」の自主性を強めるべき」が
29.5（46.9／31.4）％。「「区」 は 今 よ り も「都」
との一体感を増し、各「区」間の格差をなくすよ
うにすべき」が38.5（11.1／32.7）％となった。
　区民、職員ともに、行政の仕事は都よりも区が
中心に行う方がよいと考えているが、区間の行政
の水準に格差が生じることは、特に区民の方は望
んでいないようである。また、非管理職の傾向は
区民意識調査の結果に近いことがわかる。
　ところで、板橋区の職員意識調査では、人事制
度に関して、特別区人事委員会と各区の役割につ
いても調査をしている。管理職と非管理職の調査
結果である（括弧内は非管理職）。①「23区の職
員は、現行の特別区人事委員会で採用・選考され
るのと、各区が独自採用・選考するのとで、どち
らが良いか」について、「特別区人事委員会が良
い」 が 55.6（35.3）％、「各区独自が良い」25.9
（35.9）％となっている。②「23区の管理職試験
は、現行の特別区人事委員会で行われるのと、各
区が独自に行うのでは、どちらが良いか」につい
て、「特別区人事委員会が良い」54.3（41.8）％、
「各区独自が良い」22.2（26.8）％。③「23区職員
の給料は特別区人事委員会で定められています
が、現行の23区統一基準と、各区の独自基準で
はどちらが良いか」について、「23区統一基準が
良い」66.7（65.4）％、「各区独自基準が良い」
14.8（14.4）％、であった。
　管理職も非管理職も、それぞれ各区独自で行う
よりも、特別区人事委員会で行う方への支持が高
い傾向にある。給料をはじめ人事行政について
は、23区での一体的な運営への評価が高いよう
である。これは、板橋区に限ってであるが、配属
職員制度を廃止した1974年改革が成功し、特別
区人事委員会が職員の中で定着している表れとも
いえるだろう。
　採用について「特別区人事委員会が良い」理由
（自由意見）としては、スケールメリットがある。
まとまった方が経費負担の軽減が図れる。人事交
流をするためには特別区人事委員会が良い。1区
あたりの採用人数が少ない職種についてはまとめ
て広く採用したほうが良いなどが挙げられてい
る。
　また、管理職選考について「特別区人事委員会
が良い」理由（自由意見）としては、公平性や客
観性が担保される。経費の面で有利である。管理
職は23区全体の共有財産という回答もあった。
給料について「23区統一基準が良い」理由（自
由意見）は、財政力の違いが給料に反映されてし
まう（板橋区の場合給料が下がる）という意見が
多かった。
　また、興味深いのは、管理職の調査結果であ
る。管理職は、人事行政について特別区人事委員
会の役割、つまり23区の一体性を重視している
が、他方で、「区」によって行政の内容や水準に
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差が生じても、今よりも「区」の自主性を強める
べきと回答しているのである。管理職は、区民か
ら職員給料は23区統一なのに、行政の内容や水
準が違うのはなぜか、また、職員の待遇だけが守
られているのではないかとの疑問が出されたとき
に説得的に答えられるのだろうか。「他の区と行
政サービス・基準の違いについて、区民から要
望、意見、苦情等が寄せられたとき、どのように
答えているか」という設問では、76.5％（管理
職）が「自治体が異なるので止むを得ない」と回
答しているのである。もっとも、そうした批判は
覚悟のうえで、それだけ現在の特別区人事委員会
が担う採用、管理職選考、研修および給与制度な
どについて合理的という評価があるのかもしれな
い。
　さらに、現在のところ、各区の格差が大きく問
題になるほど行政サービスの内容や水準に差が出
ていないこともあるのだろう。すなわち、23区
には都区財政調整制度によって、調整3税（固定
資産税、 市町村民税法人分、 特別土地保有税
（2003年度以降課税停止））を原資として、都心
区での余剰財源を周辺区に配分する仕組みがあ
り、全国的見れば財政は恵まれた状況にあって、
例えば職員数なども周辺自治体と比較して多い傾
向にあるためである（板橋区2011：127）。
おわりに
　これまで、区長公選制を廃止し特別区を内部団
体とした1952年の都区制度改革を出発点にして、
特別区の自治権拡充運動や戦後の主要な都区制度
改革の展開を振り返りながら、特別区側の人事行
政の共同処理のはじまり、都配属職員制度の問題
点、配属職員の区職員への身分切替に伴う過渡的
な人事行政の仕組み、そして特別区人事委員会の
設立までを分析してきた。特別区は、事務権限を
引き受けることでの分権を成功させてきたともい
われる。人事行政の場合、それは採用事務、昇任
選考事務、研修事務、定数管理事務および給与勧
告事務などであり、都からの権限移譲に対し、任
用や給与関係の根幹的な業務について共同処理を
する仕組みを確立したことに特徴があり、特別区
人事委員会が受け皿となったのである。すなわ
ち、人事面での都区間の一体性を弱め、かつ改革
による混乱を防ぎ秩序ある人事行政を維持するた
めに、労使が協調して23区相互間の一体性を強
化してきたといえるのである。
　配属職員を円滑に身分切替させ区長の人事権を
確立するには、たしかに人事委員会の共同設置は
必要だったのかもしれない。板橋区での職員意識
調査の結果にあるように、職員の特別区人事委員
会の役割への評価も高い。しかし、現在のような
23区一体的な人事行政を実施できる一つの理由
は、都区財政調整制度により、23区間の行政水
準がある程度保たれているからであろう。
　本稿では、人事行政について、定員管理と都区
財政調整における人件費算定との関係については
十分扱うことができなかったし、今日求められて
いる能力実績主義的な人事評価制度の各区での導
入状況などにも触れていない。そのため、人事行
政の共同処理のメリットや課題を多面的に検討す
ることはできていない。また、都区制度改革全般
へと視野を拡げるならば、都区間での事務権限移
譲が中心的な課題となっており、事務移譲に係わ
る分析や都区財政調整制度のあり方などの検討も
必要である。これらは今後の課題である。
　　　　　　　　　　
［注］
 1	 大都市地域における行政の一体性および統一性の確保
に関して、2000年都区制度改革における地方自治法等
の一部を改正する法律案（都区制度改革関係）想定問答
では、「人口が高度に集中する大都市地域は、きわめて
小さな区域の中にきわめて膨大な人口が生活をしている
という特殊性をもっており、事実上は一つの大都市社会
を形成している。このような特殊性をもった地域におい
て合理的、能率的に行政が行われるためには、ばらばら
に独立した主体により行政が行われるのではなく、当該
地域における行政が一元的にまとめて行われること、ま
た、当該地域において同一の意思の下に同一の内容の行
政が行われることが必要となるものであることから、そ
の確保が問題となる」との説明がなされている（自治省
2000：209）。
 2	 特別区制度の変遷については、地方自治総合研究所／
村上（2000）、森（1987）による。
 3	 地方自治法施行令210条（当時）の規定に関しては、
「都と特別区の一体性は人事の面においても配慮されな
ければならない」（長野1953：879）と解釈されていた。
 4	 地方自治庁設置法4条により置かれ、地方公共団体の
早稲田政治公法研究　第97号
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行財政・職員に関する法令案などは当会議の議決を経る
こととなっていた。委員12人は、内閣総理大臣の任命
で、議長は地方自治庁長官である。
 5	 大森／特別区協議会（2010：26‒27）は、都側が権限
移譲を是認しなかった理由として、当時の地方自治法附
則第2条ただし書の規定により、市としての権能を持つ
ことが定められていただけでなく、「都こそ基礎的地方
公共団体であるべき」という旧東京都制（事実上の東京
市）の考え方が払拭できなかったことにあるとする。
 6	 特別市は都道府県の区域外とし、都道府県および市に
属する事務を処理する大都市自治体制度である。1956年
の地方自治法改正で特別市制は削除され、政令指定都市
制度が成立した。
 7	 普通地方公共団体ならびに特別市および特別区は、そ
の事務の一部を共同処理するため、協議により規約を定
め、都道府県および特別市の加入するものにあっては内
閣総理大臣、その他の者にあっては都道府県知事の許可
を得て、地方公共団体の組合を設けることができる（旧
284条1項）。ただし、当時は、公益上必要がある場合に
おいては、都道府県知事は市町村および特別区の組合を
設けることができるとの規定が置かれていた（旧284条
4項）。1994年の地方自治法改正により、この一部事務組
合の強制設立制度は廃止された。
 8	 板橋区地方自治制度研究会（2011：6）では、「23区そ
れぞれが事務処理することは非効率であると思われる事
務であっても、都が決めるのではなく、特別区の事務と
した上で23区が共同して処理の仕方を決定し、協力して
処理する方法は、特別区の自主性・自律性を拡大させる
観点から重要なこと」と指摘する。
 9	 なお、区長公選制については、勧告に関する説明書
（東京都に関する事項）（問23）で、「勧告が前提として
いるような、性格および権能を有する特別区が憲法第93
条第2項にいう『地方公共団体』に該当しない旨の明確
な結論に達することができなかったので、勧告において
は、特別区の区長の選任方法については、一切触れない
こととしたのである。従ってそれは現在のような方法に
よる特別区の区長の公選制を是認したことを意味するも
のである」（浅井1970：501）とし、区長公選制の廃止を
説くものではなかった。
10	 特別区人事事務組合（後に特別区人事・厚生事務組
合）を共同設置したのは、当時としては人事行政の簡素
化や能率化がもちろん主たる目的であろうが、当初の旧
特別区人事事務組合が設置された（1951年8月）のは、
一部事務組合に着目していた23首都市の構想（1950年
12月）と同時期であり、事務の共同処理方式により23区
側の自主性・自律性を高める意図もあったと考えられな
くもない。しかし、参考文献の中に、それを明示する記
述は見つけられなかった。
11	 高木（1966～1971）では、1964年改革の背景、法改正
の概要および法改正に至る過程について詳細な分析がな
されている。
12	 特別区職員定数の推移（特別区政調査会1978：182‒ 
183）に基づき筆者作成。派遣職員の任命権者は都教育
委員会であり、区の学校事務職員の大部分（671／788
人）を占めていた（1974年度）（特別区政調査会1975：
128）
13	 改正の具体的な内容については、砂子田（1974）。区
長選任制の行き詰まり状況や当時の自治権拡充運動につ
いては、高木（1968：88‒93）、高木（1976：187‒194）
を参照。
14	 第 14次地方制度調査会「大都市制度に関する答申」
（1970年）では、「特別区が与えられた権限を責任をもっ
て処理することができるよう、現行の都配属職員制度
は、廃止するものとする。ただし、都と特別区および特
別区相互間の緊密な関係にかんがみ、職員の共同採用、
人事交流の促進、給与等についての共通の基準の設定等
の措置を講ずるものとする。」とした。
15	 特別区政調査会（1978：129）の答申付属資料「都か
らの人事権移管の経緯」では、1965年4月1日に都区お
よび区相互間の人事交流実施（1965年2月19日知事決裁）
とあり、配属職員の本格的な人事交流はこの時期から始
まったものと思われる。
16	 「（1）自主責任の原則　都・区の今後の人事行政は、
地方自治の本旨にしたがい、民主的能率的な行政の確保
を目的として、それぞれが自らの創意と責任にもとづき
自主的に運営することを基本とする。
（2）相互協力の原則　区相互間または都・区相互間にお
ける住民サイドからみた行政サービスや職員サイドから
みた勤務条件等の調整についても無視することはできな
いので、それぞれの今後の人事行政については、次のよ
うな対等な協力関係を確立する。ア　区相互間において
は、必要な範囲内で共通基準を設定し、共同処理を行う
とともに、これらを実質的に担保するための人事行政機
構を整備する。イ　都・区相互間においては、必要な範
囲内で前記アに準じて協力関係を確立するほか、都は区
からの求めに応じて、必要な助言等を行う。」（特別区協
議会1977：755）。
17	 例えば、管理職候補者研修、課長研修、部長研修は、
都の職員研修所と特別区職員研修所との共同実施となっ
た。
18	 任用関係で7項目①職名等（職名、職層名（例示：参
事・副参事・主事）、職務名（部長・課長・係長・一般
事務）、職種（事務系・一般技術系・医療技術系・技能
系・労務系・業務系）、②採用（採用資格基準（職種ご
との基準））、③昇任（昇任資格基準（部長級への昇任：
課長級在職6年以上））、③管理職選考（選考方法、対象
職、実施機関）、④転職（転職基準）、⑤退職及び降職
（退職基準（幹部職員57歳、一般職員63歳））、⑦人事交
流（幹部職員交流、一般職員交流）。また、給料表（等
級、号給、額）及び給料調整額、等級格付、初任給、昇
格（課長昇任に伴う昇格、特別昇格（都歴28年以上、係
長歴10年以上など）、名誉昇格（退職時に都歴30年以上
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など））、昇級（普通昇級、特別昇給）、退職手当、諸手
当など、給与関係で12項目。自己申告・職務記録（適
性希望職務等の申告又は記録など）、勤務時間・休暇等、
職務専念義務の免除など、その他5項目であった。
19	 人事委員会の共同設置については、「1952年の地方公
務員法の一部改正の通達では、政令指定都市以外の人口
15万以上の市が改正後において人事委員会を置くときは
共同で設置することできず、必ず単独で置くべきものと
述べており、特別区についても同じ趣旨によって人事委
員会を共同で設置することはできないのではないかとい
う疑問があった。しかし、この通知は、その改正前の地
方公務員法が市の人事委員会の共同設置を認めていたの
を、改正後はこれを削除したことに伴うものであって、
地方公務員法によっては人事委員会の共同設置ができな
くなったことを明らかにしたにとどまるというべきであ
ろう。」（橋本2006：106）との解釈がある。
20	 関連して、職員組合が首長、議会、住民に匹敵する新
たな一極を形成する場面が増えたことについては、寄本
（1986：186‒188）を参照。
21	 調査対象は20歳以上の板橋区民3,000人（住民基本台
帳から無作為抽出（板橋、常盤台、志村、赤塚、高島平
の5地域ごとの登録人口規模で3,000人を按分抽出））。回
収率は50.6％。調査期間は2009年11月4日～11月24日。
調査方法は郵送法。
22	 調査対象は全管理職88名（悉皆調査）と非管理職200
名を合わせた288名（非管理職は、一般職の常勤職員の
うち職員配置データ（2010年4月1日現在）から200名を
無作為抽出）。回収率は管理職92％、非管理職78.5％。調
査期間は2010年6月3日～6月17日。調査方法は郵送法
（庁内交換便）。
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